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平成３０年度定期監査報告書 

 

１ 監査執行者 

  監査委員 田 向 節 三 

  監査委員 川 名 敏 子 

 

２ 監査の種類 

  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項，第２項及び第４項の

規定に基づく定期監査 

 

３ 監査の期間 

  平成３０年１０月３１日から平成３１年３月２７日まで 

 

４ 監査の実施日及び監査対象部署 

実 施 日 監 査 対 象 部 課 

平成３０年１０月３１日（木） 総務部 

秘 書 課 

企 画 課 

総 務 課 

財 政 課 

税 務 課 

納 税 課 

平成３０年１１月２９日（木） 生活経済部 

生活環境課 

市民協働推進課 

総合窓口課 

交通防災課 

平成３０年１２月２７日（木） 保健福祉部 

社会福祉課 

児童福祉課 

介護福祉課 

国保年金課 

保健センター 

平成３１年 １ 月２８日（月） 上下水道事務所 上下水道課 

平成３１年 １ 月３０日（水） 

都市整備部 
都市計画課 

建 設 課 

その他の部局 
会 計 課 

議会事務局 

生活経済部 経済課（農委含む） 
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平成３１年 ２ 月２８日（木） 教育委員会 

学校教育課 

指 導 室 

生涯学習課 

学校給食センター 

 

５ 監査の範囲 

  平成３０年４月１日から監査執行の前月末までに執行された平成３０年度守谷市

の財務に関する事務及び経営に係る事業の管理並びに事務の執行状況を本監査の範

囲とした。 

 

６ 監査の方法 

  各部署の事務を対象として，予算に基づき事業が適正かつ適切に執行されている

かを主眼とし，経済性，効率性及び有効性の観点にも留意しつつ，関係書類の抽出

による試査により書類審査を行い，委員監査においては，対象課の課長等から提出

資料に基づき説明を受け，質疑を行った。 

 

７ 監査結果 

  監査結果については，財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理につい

ては，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

 

８ 総括意見 

  市の公共施設については，昭和５７年度の北守谷地区の入居開始以降，また，庁

舎移転の平成２年度以降に建築された施設が多く，３０年余の期間が経過している。

学校施設等については，阪神淡路大震災以降，昭和５６年６月以前申請の建築基準

法に定める耐震基準に合致しない建築物については，耐震工事が実施され，同時に

改修工事が実施されているが，耐震基準を満たしていた施設については，老朽化し

ているにもかかわらず手が付けられていない状況にある。年次計画で改修を行うと

のことではあるが，早急な改修を行い，市民が利用しやすい公共施設としてもらい

たい。 

  給食センターについては，現在の施設で７０００食もの給食を提供している。 

  施設老朽化もさることながら，衛生面についても国が示す基準を欠いている部分

がある。新たな施設を計画・建築すべく作業を進めているとのことだが，今後当分

の間，児童生徒の増加が見込まれることから，早急に，かつ慎重に事業を進めても

らいたい。 

  働き方改革が問われるようになり，守谷市でも各課の時間外勤務時間の縮減対策

と事務の平準化等に取り組まれ改善しているが，本来国が目指している女性の力の

発揮やインターネットを活用した自宅での作業などあまり実感がない。職員のメン

タル面を考えあわせ，可能な限り知恵を絞って改革を進めてもらいたい。 
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次に，昨年度も指摘した事項だが，守谷市が管理する市道などの道路の延長（約

５２０㎞）の割には，維持補修費が極端に低く抑えられている。道路は市民生活に

欠かせないこともあり，常に維持管理に努められるよう予算についても配慮し，不

具合のないよう，万全を期してもらいたい。 

その他，各部署における事務の執行については，法令に準拠し，経営的考え方の

下に行われ，おおむね良好に執行されているものと認められた。 

 監査執行の際，事務処理上留意すべき点で軽易なものについては，口頭で述べた

が，各部・課ごとの監査結果，指摘事項及び意見については，以下に記載したとお

りである。 
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９ 各部課等の監査結果 

 

〔１〕 総務部市長公室 

（１）秘書課（秘書・広報グループ） 

秘書課は，秘書，広報及び広聴，シティプロモーション等に関する事務を担当

している。 

広報業務において，月２回の広報紙発行及び定例記者会見など取手記者クラブ

との連携，さらには，情報発信のツールとして携帯端末で使用する情報発信アプ

リ「Ｍｏｒｉｎｆｏ（もりんふぉ）」の運用を担当している。 

シティプロモーションは，ツイッター・フェイスブックなどSNSの活用により

情報発信を行っており，今年７月にはシティプロモーション戦略プランを策定し，

具体的な事業に着手している。 

予算執行状況については，９月末現在，概ね予定通りである。ただ，休暇取得

状況が１パーセント台と平均を下回っていることが懸念される。人員不足などの

要因は種々あると思うが，休暇のとれる体制を工夫してもらいたい。 

昨年も意見したところであるが，メールもりや，災害情報など多くの情報源が

あることから，それらを統合して一本化することも今後の研究課題としてもらい

たい。 

 

（２）企画課（企画・統計グループ 情報政策グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

総合計画，行政評価，まち・ひと・しごと創生総合戦略，守谷駅東口市有地等

土地利用，行政改革・評価，統計調査，庁内の情報化推進，地域情報化推進等に

関する事務を担当している。 

   守谷駅東口市有地の基本計画策定については，市民アンケート，ワークショッ

プ，更に昨年度は，基本計画策定に向けサウンディングを行い，９社からのアプ

ローチがあった。今後は，事業者の公募，選定を行う予定であるとのことだが，

市民の意向が反映されたものにしてもらいたい。 

庁内の情報システムの整備については，国の「自治体情報システム強靭性向上 

モデル」に基づく対応が講じられた。本年は，運用経費の改善や災害時の業務連

携に期待ができる自治体クラウドの導入検討を進めている。いずれにしても，情

報等の漏えいのないよう十分な管理に努めてもらいたい。 

 地方創生推進交付金事業では「学生が輝く“まち”再生プロジェクト」「野鳥の

森散策路と鳥のみち」が事業化されている。直面する地方創生と人口減少の構造

的課題に対し，事業の継続を行いブランド化させるべきである。積極的地域経済

活性化に寄与されたい。 
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（３）総務課（総務グループ 職員グループ） 

総務課は，行政区域，議案の調製，条例・規則等の制定及び改廃，文書事務全

般，情報公開，個人情報保護，選挙全般，職員の人事及び研修，嘱託職員，臨時

職員に関する事務を担当しており，執行中の事務事業については，おおむね適正

に処理されたものと認められた。 

近年，職員の採用が平準化し，一定の人員の確保がされてきてはいるが，今後

とも，ゆとりのある業務遂行が実現できるよう計画的な職員採用に努力願いたい。 

本年，残念なことに職員の不祥事が発生してしまった。職員の資質向上におい

ては，研修等を強化し，特に市職員全体が意識して自己研さんを行う必要がある。 

また，職員の健康管理面においては，法律で労働者の心理的な負担の程度を把

握するため，医師・保健師等によるストレスチェックの実施が義務付けられてい

る。当市においても「心の病」による出勤障がいや，休職者が見受けられる。ス

トレスチェックもさることながら，早期発見・早期対応・事後対応（面接指導・

作業の転換・労働時間の短縮等）についても適切な措置を講じてもらいたい。 

本市の障がい者雇用については，法定雇用率をかろうじて満たす現状である。

次年度以降障がい者の積極的な雇用に努めるとともに，バリアフリー化など障が

い者が働きやすい職場づくり（施設・環境）の整備を望む。 

 

（４）財政課（財政グループ 管財契約グループ 施設設計・検査室） 

財政課は，財政計画，予算の編成及び執行の調整，市補助金審査，ふるさと納

税，市有財産管理，入札及び契約，設計審査及び契約に基づく検査等に関する事

務を担当している。 

ふるさと納税については，自治体間の過度な返礼品競争により，その制度自体

の存続が疑問視されている。市では，寄附金，返礼品の基本方針を整理し，国の

基準に沿った内容に改めたとのことだが，他の方法での寄附等も検討されたい。 

地方公会計制度に基づく財務諸表は，貸借対照表・行政コスト計算書・純資産

変動計算書・資金収支計算書であり，一部は作成済みとのことであるが，守谷市

の財政面が一目でわかる書類なので，早急な作成公表を望む。 

 

（５）税務課（市民税グループ 資産税グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

市民税，軽自動車税，固定資産税，都市計画税等の賦課及び調査等に関する事

務を担当している。 

市・県民税の申告書作成システム導入により，市民が自分で税額の計算・申告

ができるようになり利便性の向上につながっている。税務課でも自分で申告書が

作成できるよう，パソコンを使っての申告書作成に力を入れている。今後もエル

タックスやイータックスシステムのＰＲに努め，税申告の電子化を進めてもらい

たい。 



- 6 - 

 

   平成２７年度から県下一斉の特別徴収事業者指定を行った結果，特別徴収義務 

  者数が平成３０年度は，９，５４４社となり，個人市民税額の７９．３％と成果 

  を上げている。今後も引き続き，特別徴収への勧奨を行ってもらいたい。 

 

（６）納税課（収納管理グループ 徴収グループ） 

納税課は，市税の徴収及び収納管理，国民健康保険税の徴収及び収納管理等に

関する事務を担当している。 

本年度も口座振替，コンビニ納付，クレジット納付の推進など各納付方法の推

進を行っている。納税方法の多様化は進み，市民の選択肢が増えて納税しやすく

なっている反面，それに係る手数料が増大しつつあることも認識し，今後も，「口

座振替」を積極的に推進し，本年度３２．３％となった口座振替率の目標を高く

掲げ，率の向上に努力してもらいたい。 

また，滞納の増加を防ぐため，滞納処分の強化を図り，差押え等の措置も有効

に活用し，さらに，茨城租税債権管理機構の活用により，効率的かつ効果的な収

納業務遂行に努められたい。 

 

 

〔２〕 生活経済部 

（１）生活環境課（廃棄物グループ 環境グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

ごみ減量，環境，畜犬登録，常総衛生組合，火葬場組合，公害対策，廃棄物処

理，常総環境センター及び生ごみ堆肥化，放射能対策に関する事務を担当してい

る。 

平成２７年度は動物愛護条例，平成２８年度は第２次環境基本計画が策定され，

前計画より詳細な計画となった。今年度は，「守谷市太陽光発電設備の適正な設置

及び管理に関する条例」が施行され，これらの計画を基に環境対策を推進しても

らいたい。 

また，地球温暖化対策の一環として，節電対策のキャンペーンや市内の事業所

に声掛けを行ってのノーマイカー及びエコドライブの推進を行っている。 

動物愛護では，市動物愛護条例やワンワンブックの配付・犬猫譲渡会などの実

施により，処分されるペットが激減している。また，例年実施している狂犬病予

防注射も増加しつつある。今後も粘り強く事業を進めてもらいたい。 

生ゴミ堆肥化事業については，守谷市で４，７８６世帯が加入し，常総広域全

体７，４８４世帯の６３．９５％が守谷市で加入していることで，守谷市の意識

が高いということが立証されている。新設住宅地への周知を徹底し，全戸加入へ

向けＰＲをお願いしたい。 
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（２）市民協働推進課（協働推進グループ 人権推進室 文化会館） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

区長関係業務，市民活動支援，協働のまちづくり，男女共同参画，国際交流，

人権擁護，同和問題，文化会館の管理運営等に関する事務を担当している。 

協働のまちづくり担い手育成事業「もりや市民大学」は，７年目となり，現在

は，守谷を知る総合コース・専門コースに加え，オープンコースとして，「茨城国

体サポート」，「守谷市民大学入門」，「かわいいを起業する」など開講している。

自らが地域貢献することの意義を学ぶ場とされ，講義では，専門コースを設ける

などにより多くの方が参加された。今後有効に機能することを願う。 

 人権の推進については，「守谷市人権施策推進基本計画」を基に，人権等に関す

る法律相談，行政相談など相談業務を実施したほか，人権週間には街頭啓発活動

を実施するなど，多様化する人権問題に対応するための施策を実施している。 

 市民活動支援センターについては，運営業務をＮＰＯ法人「協働もりや」に委

託している。この「協働もりや」は市の協働のまちづくりを推進するメンバーが

構成員となっていることから，団体の目的と市の方針が合致し，現在，円滑に運

営されていると認められる。今後も施設の運営に遺漏のないよう努められたい。 

 

（３）交通防災課（交通・防災グループ） 

 交通防災課は，交通安全対策，防犯・街路灯維持管理，防犯活動，放置自転車

対策，消防・防災に関する事務を担当している。 

防犯灯の維持管理においては，平成２９年度に全ての防犯灯をＬＥＤタイプに

更新し，５，２５８基すべてＬＥＤ化された。ＬＥＤは器具が高価であることか

ら蛍光灯との比較も検証すべきである。 

防犯カメラの設置については，現在までに市全体で１６１基が設置されている。

防犯カメラ設置により犯罪の抑止効果は飛躍的に高まることに加え，多方面にわ

たって有効活用できる体制づくりと，個人情報の保護に努められたい。 

新守谷第一自転車駐車場については，利用者の減少に加え施設の老朽化が進ん

できていることから，無人の新自転車駐車場が設置された。防犯面や利便性に配

慮し，事故のないよう配慮願いたい。 

   異常時や災害時に市が何をすべきかをあらかじめ定めておく「地域防災計画」

を策定中で本年度中に完成予定とのことである。計画も大切であるが，常に防災

の意識をもって市民が活動できるような体制づくりも必要と考える。自主防災組

織の設立促進や防災訓練もその中の一つである。今後，訓練や防災の情報発信を

行い，災害に備えてもらいたい。 

 

（４）総合窓口課（市民登録グループ 戸籍グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

庁舎内の総合案内，住民登録，印鑑登録，住民基本台帳，税に関する諸証明，
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パスポート，戸籍，人口動態調査，外国人登録，埋葬火葬許可等に関する事務を

担当している。 

個人情報を取り扱っていることから，市民に不利益が生じないように，職員研

修を行うなど管理体制の徹底に努められたい。 

行政運営の効率化を目的とした，個人番号制度については，今後とも個人番号

カードの交付率の向上に努めてもらいたい。 

職員の窓口対応においては，多様な方々の来庁があるため，職員間での研修や

研修会への参加などにより研さんを重ね，市民に喜ばれる窓口対応を目指してい

ただきたい。 

 

（５）経済課（農業振興グループ兼農業委員会農地農政グループ 商工・観光グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

農業計画策定，地域農業振興，農地開発調整，農業災害，農業制度資金，鳥 

獣保護，森林・畜産・水産振興，土地改良区，土に親しむ農園，商工業の振興，

中心市街地活性化対策，観光事業振興等に関する事務及び農業委員会事務を担当

している。 

農業政策においては，農業利水施設長寿命化事業（大野排水機場の改修）や県

営経営体育成基盤整備事業（守谷土地改良区圃場の整備），耕作放棄地の発生防

止・解消のために設立された農地中間管理機構制度により遊休農地に必要な基盤

整備等の条件整備を行い貸し付けるなど，多方面の事業を展開している。今後も

各種の制度の新設や変更に迅速に対応して，事業を推進されたい。 

市民農園については，「土に親しむ農園」「瓜代農園」の２か所で実施している。

「瓜代農園」については，利用率が６６％と低い状況であることから，今後，利

用率の向上について創意工夫を願いたい。 

食のまちづくりに関する基本理念（いただきます条例）に基づき，地産地消の

推進と安全安心な生産・供給を推進するため，もりや生まれの食品ＰＲのロゴと

ポスターの募集を行い活用していくとのことであるが，色々なものに波及してい

くように工夫してもらいたい。 

農業委員会事務については，遊休農地調査・指導，農地中間管理事業の推進，

農業者年金事務を行っている。法律に基づく事務が多いことから遺漏のないよう

事務を行ってもらいたい。 

 

 

〔３〕 保健福祉部 

（１）社会福祉課（障がい福祉グループ 社会福祉グループ 保護グループ こども療育教室） 

社会福祉課は，障がい者福祉，地域福祉，生活保護，こども療育教室等に関す

る事務を担当している。 

生活保護世帯は微増であり，平成３０年１１月現在で２００世帯２５１人，保
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護率３．７％で，茨城県平均（９．７％）を下回ってはいるものの，費用負担は

増加している。また，世帯類型別では，傷病・障がい世帯が３１．５％，高齢者

世帯が５０．５％であり，扶助費については，医療扶助が過半数を占めている。 

今後も就業のあっせんや援助を行い，生活保護の要保護世帯から脱却できるよ

う指導等実施してもらいたい。 

地域福祉計画の実施においては，平成２６年度から地区別実行委員会での活動

資金を援助する地域福祉活動助成金制度が導入され，また，地域担当職員により，

各地区の事業の円滑な推進を図っている。平成３０年度の助成金は６１９万３千

円を計上している。今後も，継続した事業展開とリーダー育成に努められたい。 

   平成３０年度から災害対策基本法の改正により，「避難行動要支援者登録制度」

を開始し，新制度の中での支援者名簿作成のための作業を行っており，名簿情報

の提供を１名でも多くの方々に同意いただけるよう努力願いたい。 

   平成２９年度末の身体障がい者数は１，５３８人，知的障がい者数は３６３人，

精神障がい者数は３７３人で合計２，２７４人となっており，増加傾向にある。

障がい者自立支援給付事業や障がい者地域生活支援事業を通して，障がい者の支

援と雇用の確保に努力願いたい。 

 

（２）児童福祉課（子育て応援・相談グループ 保育グループ 土塔中央保育所 北園保育所 

          地域子育て支援センター） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

認可・認証保育所，私立幼稚園・保育所，家庭児童相談室，公立の各保育所，

地域子育て支援センター，児童センター，守谷駅前親子ふれあいルームに関する

事務を担当している。 

 平成３０年１１月分の利用調整結果における国基準の待機児童数は２名，入所

不承諾児童数全体では４１１名となっている。入所不承諾の推移・幼児発生率・

要保育率等を再検証し対応願いたい。また，新規認可保育所の開設は，合計２７

２名の認可保育所が予定されているようだが，開設が円滑にできるよう事務を進

めてもらいたい。 

 守谷駅前親子ふれあいルームは，働く家庭への支援策として好評であることか

ら，増設も視野に入れ検討してもらいたい。管理運営面については，委託契約で

実施しているということであるが，業者の指揮監督については細心の注意を払っ

てもらいたい。 

 近年，病児保育に関して要望があり，平成３１年には１か所事業化できる運び

となったと聞いている。病児保育の必要性と事業実施するに当たり，どのような

課題があるのか確認し，複数拠点の必要性については，慎重に検討をお願いした

い。 

 児童虐待については，事例も困難性が増大しているように聞いている。関係機

関や市民協働推進課等とも連携しながら，予防発見，対応，解決を早期に図れる
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よう努力していただきたい。 

 

（３）介護福祉課（介護保険グループ 高齢福祉グループ 地域包括支援センター） 

介護福祉課は，介護保険，高齢者福祉，老人クラブ，地域包括支援センター等

に関する事務を担当している。 

第７期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の進行管理を行う中で，平成３２年

４月開業を目指して，特別養護老人ホーム４０床及び介護付き有料老人ホーム８

６床新設などを目指している。 

高齢者人口がますます増加する中，地域包括ケアシステムの構築に早期に取り

組み，引き続き，医療・介護予防・住まい・生活支援を切れ目なく提供するため

の仕組みや体制を構築するとともに，さらなる進展を期待したい。 

守谷市も高齢化率が進んできており，地域によってはかなりのスピードで進ん

できているところもある。このような中，元気な高齢者が特別養護老人ホーム等

でボランティア活動を行うことにより，本人の健康増進や介護予防，社会参加や

地域貢献を通じた生きがいづくりを促進する，シニアポイント制度が横浜等で実

施されていることから，守谷市でも採用・推進してはどうか。 

  介護保険料普通徴収の「暫定賦課」が廃止され，確定した保険料について，納

期を年８回に変更するもので，今までのような暫定で賦課することを改め，わか

りやすくしたことは評価できる。 

市の介護保険の要介護認定となる要因の上位を占めているのは認知症である。

認知症高齢者の支援対策としては，認知症に関する講習会の積極的な開催や，認

知症に関する相談窓口の充実など，認知症の方が人間らしい生活を維持できるよ

う，地域住民とも連携し，支援に努められたい。 

 

（４）国保年金課（国保グループ 年金グループ 医療福祉グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。

国民健康保険，国民年金，医療福祉，後期高齢者医療保険等に関する事務を担当

している。 

医療福祉事業である，県と市が実施する「医療福祉費支給制度（マル福）」と市

が独自で行う「すこやか医療費支給制度（すこやか医療）」では，所得制限等で「マ

ル福」の対象外となった者に対して，「すこやか医療」が補完するかたちとなって

おり，子育て世帯の医療費（自己負担分）の軽減に寄与している。 

国民健康保険制度改革の一環として，平成３０年度から都道府県が国保の財政

運営の責任を担うこととされ，県は，県内市町村ごとの国保事業納付金額を決定

し税額・税率を公表している。守谷市は現在とほぼ変わらない金額となっている

が，国保税徴収率が良い自治体の負担が増えることのないよう，県の動向を注視

しながら万全を期していただきたい。 

いずれにしても，今後は，特定健康診査，特定保健指導の受診率・実施率向上
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やジェネリック医薬品の更なる普及啓発に努めるなど，安定した財政運営に努め

られたい。また，市民が安心して医療を受けられるよう制度の健全な運営を図る

とともに，第２期国民健康保険データヘルス計画や第３期国民健康保険特定健診

等実施計画に基づき，各種予防策を実施してもらいたい。 

後期高齢者医療については，茨城県後期高齢者医療広域連合が保険者となり医

療費給付などの制度運営を行い，市は各種受付，相談業務，保険料の徴収事務を

行っている。また，医療費の抑制のため，健康診査の実施や人間ドック・脳ドッ

ク検診費用の助成を行うなど疾病の早期発見や予防のための事業を展開している。

今後もすべての人が健康審査等を受けるよう啓発に努められたい。 

 

（５）保健センター(保健・管理グループ 母子・予防グループ) 

保健センターは，各種検診，特定保健指導，健康相談，精神保健，母子保健，

妊婦健康診査，乳幼児健診，栄養相談，総合窓口業務等に関する事務を担当して

いる。 

健康診査・特定保健指導については，各種がん検診を年内に実施し，さらに１

月に追加実施を予定している。また，医療機関で実施している乳がん・子宮がん

検診については年度末まで実施し，受検者の促進と利便性の向上を図っている。

引き続き検診事業の推進に努力願いたい。 

また，健康教室等については，糖尿病予防教室や骨粗しょう症予防教室を，ま

た，精神保健ボランティア養成フォローアップ講座や近年増加しつつあるストレ

スに関連する講座，また，自殺予防に関する講座が実施または予定され，更に，

小・中学生に対しては喫煙防止教育，性教育，いのちの授業を実施していること

は評価できる。 

乳幼児の対応は，各年齢別の健康診査をはじめとして，子育て教室，育児健康

相談会等実施しており，細やかな対応を行っていると認められる。 

保健センターの業務範囲は専門的な部分が多く，所掌する範囲も広いが，今後

とも市民の健康維持増進施策遂行に努めていただきたい。 

 

 

〔４〕 都市整備部 

（１）都市計画課（まちづくりグループ 開発指導グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

都市計画事業の企画調整，景観形成，緑化保全，空き家対策，公共交通運行及

びつくばエクスプレス関連事業，さらに，開発行為，地区計画，集合住宅及び大

規模盛土造成地に関する事務を担当している。 

公共交通の再編については，平成３０年７月に公共交通網形成計画を策定し，

その後，地域公共交通活性化協議会を開催し，コミュニティバスやデマンド乗合

交通等について協議しており，結果，平成３１年４月からデマンドタクシーを含
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めた新しい公共交通体系が出発する。今後は，検証及び評価を行い，最善の交通

体系を目指してもらいたい。 

都市計画変更については，駅歩道橋の建設により交通体系が変わる新守谷駅東

口及び周辺の市街化編入について検討を行っている。地権者はもちろん関係者の

意見を十分尊重した都市計画変更となるように努力願いたい。 

つくばエクスプレスについては，東京駅延伸，通学定期の割引について，関係

団体と協調し，車両の８両化も含め，実効性のある取組みとなるよう努力された

い。 

 愛宕谷津の保存については，借地計画等を作成し，借地（買収も含む）契約を

推進させ，また，太陽光発電規制のための施策を講じ，良好な自然観察地区とし

て機能するよう努力願いたい。 

 

（２）建設課（道路建設グループ 用地グループ 管理グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

道路管理，水路管理，公園管理，市営住宅管理及び国土調査等に関する事務を

担当している。 

都市計画道の整備については，坂町清水線の早期開通を目指して用地買収等努

力していただき，一日も早い開通をお願いしたい。 

昨年度も意見書に記載したが，ふれあい道路等幹線市道の損傷が著しい。管理

体制の強化と補修予算の確保に努め，安全・安心な道路となるよう，努力願いた

い。 

公園の施設管理については，昨年度，管理レベルを維持しながら経費の節減を

するため３か年の継続事業とし，諸経費を減額することができている。今後も市

民の憩いの場としていつでも安心して楽しく利用できるよう維持管理願いたい。 

   国土調査については，事業開始が遅れ，県内でも対応が遅れている状況にある。

本年度，同地・赤法花地区など一部調査に着手しているということだが，土地の

最も基本的な情報を取扱うことになるので，慎重なる対応をお願いしたい。 

 

 

〔５〕 教育委員会 

（１）学校教育課（施設管理グループ 教育総務グループ 学校用務員） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

教育委員会，学校事務（通学区域・学校保健・就学援助・学校情報化・通学補

助員等），教職員，教育財産，教育施設，学校環境等に関する事務を担当している。 

地方教育行政法に基づく「教育委員会の点検評価」実施のため，７月，８月及

び１０月に開催し，平成３０年度の評価を行い，ホームページで公表している。

また，「総合教育会議」を４月及び平成３１年１月に開催し，守谷市立中央図書館

の運営体制及び平成３０年度の重点事業等について協議を行っている。 
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学校の補助体制については，用務員，学校介護補助員，給食配膳員，通学補助

員，学校図書館奉仕員などの配置を行い，授業や学校運営がスムーズに行えるよ

う配慮していることは評価できる。今後も教育の平等を保っていただきたい。 

学校施設については，経年変化により修繕箇所が多くなり，大規模工事も増え

てきている。 

平成３０年度は，御所ケ丘中学校屋内運動場の改修工事が実施され，過日，工

事監査を実施したが，特に問題となる点はなかった。国体の練習場となることか

ら工事終了まで努力願いたい。更に，平成３１年度は，御所ケ丘小学校校舎改修

工事，大野小学校屋内運動場改修工事を実施するための実施設計が行われている。

遺漏のないよう管理してもらいたい。 

いずれにしても，学校施設については，計画的な修繕により児童生徒の教育環

境の維持を願いたい。 

 

（２）生涯学習課（生涯学習グループ スポーツグループ 図書館グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

各公民館及び図書館の連絡調整及び指定管理指導業務，生涯学習，学びの里，

青少年健全育成，成人式，家庭教育，文化財，生涯スポーツ，市民ギャラリー，

守谷ハーフマラソン大会，国体準備等に関する事務と幅広い業務を担当している。 

常総広域体育館が第７４回国民体育大会のハンドボール会場となることから，

実行委員会が設立され，常総市生涯学習センターに事務局を設置し，３市から職

員派遣を行い，事務を行っている。開催に当たっては，遺漏のないようお願いし

たい。 

指定管理者による公民館運営については，夜間講座や地元の人材を活用した講

座の開催など積極的な取組みを行っており評価できる。中央図書館については，

現在まで指定管理で業務遂行してきたが，平成３１年度から当初の体制（市職員

配置）で運営することが決定したようである。賛否両論あると思うが，図書館関

連協力者の皆さんや一部の市民の声だけでなく，全市民の声を聴ける体制を確立

し，何よりも市民のための図書館となるよう努力願いたい。 

先祖から受け継がれた古文書等の保管については，学びの里に古文書の保存室

を設置した。整理が遅れているとのことだが，古いものなので劣化が懸念される。

今後早急に専門家等による調査研究，収集・保護・保存に努めていただきたい。 

 

（３）指導室（教育指導グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

学校教育指導方針，学校教育内容指導助言，教職員研修，児童・生徒指導対策，

外国語指導助手，社会科副読本，学校図書館教育，環境教育，人権教育，学習支

援ティーチャー等に関する事務を担当している。 

外国語指導助手（ＡＬＴ）派遣事業においては，導入から１５年が経過し，児
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童生徒の国際化に貢献する事業である。生徒の英検３級レベル合格率は，全国・

県内でもトップクラスを維持するなど成果を上げてきている。今後も運営には万

全を期されるとともに，話せる英語を目指し，内外に対するＰＲ活動にも力を入

れていただきたい。 

小学校サタデー学習支援教室事業は，基礎・基本の知識をしっかり身に付ける

ことを目指し，平成２７年度から実施している。今年度は，みずき野シェアハウ

スの学生や教室長の配置により児童の参加意欲が高まった。希望制ではあるが，

９０人近くの参加があることを踏まえ，今後も学習支援の一助としてもらいたい。 

教育相談等を強化するため「総合教育支援センター」が開設されている。不登

校やいじめなど生徒指導面で配慮の必要な児童生徒，特別な支援を必要とする児

童生徒及びその保護者や教諭などに対して，専門的かつ積極的な支援を行ってい

る。今後も更なる充実をお願いしたい。 

いじめ問題，児童生徒の安心安全の確保，新学習指導要領の実施や教職員の働

き方改革が喫緊の課題であることから，「学校教育プラン」を策定し，学校いじめ

対策本部の設置や授業プログラムの再考（２学期制の導入），学校図書館の充実等，

今後の学校教育の方向性を示し，実践していくこととしたことは評価できる。 

 

（４）学校給食センター（庶務グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

学校給食の提供，献立作成，食材購入，施設維持管理等に関する事務を担当し

ている。調理及び配送の業務は委託している。 

市内９小学校と４中学校に２種類の献立によって２ブロックに分けて給食を提

供するとともに，食に関する指導にも努めている。 

設備修繕については，センターの天井補修，熱風消毒保管庫修繕，天井付扇風

機交換などの修繕を行っている。 

施設備品の購入は，コンビオーブン，フードスライサー及び運搬用コンテナ，

二重中蓋式保温食缶などを購入している。今後も給食提供に支障のないように万

全を期してもらいたい。 

現在の給食センターは築３４年が経過しており，改修工事も行っているところ

ではあるが，今後の給食の安定提供，アレルギー対応食の提供など，児童生徒数

の推移等を勘案しながら，新センターの建設についても，現在，平成３４年度の

稼働をめざし，ＤＢ（デザイン・ビルド）方式による建て替えを検討しており，

用地の確保についても努力しているとのことである。一日も早い稼働ができるよ

う，最善を尽くしてもらいたい。 
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〔６〕 上下水道事務所 

（１）上下水道課（業務グループ 経営グループ 事業グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

上水道及び下水道の料金，給水装置工事，排水設備工事，受益者負担金，企業

経営，財政計画，経理，農業集落排水，水道施設運転管理，県営水道受水計画，

水道管工事，汚水処理，浄化センター，下水道管工事等に関する事務を担当して

いる。 

水道事業については，全体的に施設の老朽化が進み，現在，鉛製給水管・石綿

管等の交換工事等を実施している。平成２９年度末では，石綿管更新が９５．９％

（平成３０年度完了予定），鉛製給水管更新が８７．７％（平成３２年度終了予定）

である。一方，浄水施設（井戸水）の維持管理については費用対効果が問題とな

っており，昨年度，廃止の方向性を打ち出している。防災の観点も含め，遺漏の

ないような事業展開を望むとともに，水道事務所内の浄水施設の撤去費用等もか

かることから，活用も視野に入れた事業計画をお願いしたい。 

下水道事業については，浄化センター改築更新工事を計画的に実施するととも

に，包括委託による適正かつ確実な汚水処理施設の運転・維持管理に努め，また，

施設の計画的な点検・修繕を行い，安定した汚水処理と水質保全に努めてもらい

たい。さらに，施設の長寿命化等適正な資産管理を行うためのストックマネジメ

ント計画と長期的な財政収支を示した経営戦略を策定し，施設の老朽対策を計画

的に進めてもらいたい。 

 

 

〔７〕 他の執行機関等 

（１）会計課（出納グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

会計事務，公金の適正な管理及び指定金融機関等に関する事務を担当している。 

会計に関する法令の改正や税制改正等については，関連部課との横の連携を図

り，円滑な会計事務の執行に努められたい。 

また，懸案である歳入歳出伝票の電子化に向けて関係各課と検討を行い，合理

化に向け努力願いたい。 

 

（２）議会事務局（庶務・議事グループ） 

執行中の事務事業については，おおむね適正に処理されたものと認められた。 

本会議のほか各委員会，議案，請願及び陳情，議場，傍聴，会議録及び議会報

等に関する事務を担当している。 

議会においてタブレット端末が導入され，ペーパーレス化，ＩＴ化が進められ

ていることから，県内外からも視察の要請が多くあり，議会事務局事務も多忙に

なっている。円滑な対応をお願いする。 
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議会中継については，市民ホール等で映像を提供している。また，ネットでＶ

ＴＲを流している。今後も市民に開かれた議会のため，努力願いたい。 
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１０ 平成２９年度定期監査報告書に対する措置状況 

平成２９年度定期監査報告書に対する措置状況については，各課において，指摘

事項（意見・要望）の状況を把握し，改善等が行われている。各部課等への指摘事

項と措置状況については，以下に記載したとおりである。 

 

各部課の指摘事項に対する措置状況表 

前年度措置状況 部課名 総務部秘書課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年９月末現在） 

① 広報業務において，情報発信のツールとして携

帯端末で使用する情報発信アプリ「Ｍｏｒｉｎｆ

ｏ（もりんふぉ）」が１２月から本格稼働したが，

そのほかにメールもりや，災害情報など多くの情

報源があることから，それらを統合して一本化す

ることも今後の課題として検討してもらいたい。 

 シティプロモーションは，市の魅力度・知名度向

上を図るためのツールとして情報発信している。

また，シティプロモーションマネージャーから業

者委託へ方向転換し，戦略プランの策定に取り組

んでいる。守谷の魅力度を高める方策を模索して

もらいたい。 

 

① 広報業務においては，Ｍｏｒｉｎｆｏの本格的

な運用を今年1月に開始し，7～8月にかけて利用

を促すためのイベント「Ｍｏｒｉｙａいきもの調

査隊2018夏」を実施しました。また，9月に行わ

れた守谷市発災対応型防災訓練では，Ｍｏｒｉｎ

ｆｏを活用し，市民の安否確認や市内の被災状況

の情報収集を行うなど，市政情報の発信ツールの

一つとして重要視しています。なお，Ｍｏｒｉｎ

ｆｏは，スマートフォンやタブレット端末での利

用を想定しており，旧式の「ガラケー」と呼ばれ

る携帯電話や古いモデルのスマートフォンでは，

動作しません。現在でも，それらの使用者が一定

数いることから，全ての情報発信をＭｏｒｉｎｆ

ｏに一本化することは，難しいと考えております。

ただし，現在でも，市ホームページに掲載した情

報や，メールもりやで配信した情報を，Ｍｏｒｉ

ｎｆｏで自動配信する仕組みは構築済みであり，

今後も，このような情報の連携ができるか，検討

を進めていきます。 

 シティプロモーションについては，戦略プランの

策定を業者に委託したところ，想定よりも多くの

時間を費やすことになりましたが，今年7月に戦

略プランが完成しました。今年度は，この戦略プ

ランに基づき，具体的な事業を進めており，フォ

トコンテストなどを実施する予定です。また，並

行して，来年度に実施する事業についても，守谷

の魅力を高められるよう，効果的な事業を検討し

ていきます。 
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前年度措置状況 部課名 総務部企画課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年９月末現在） 

① 守谷駅東口市有地の基本計画策定については，

２７年度市民アンケート，２８年度のワークショ

ップの立ち上げ，本年は，基本計画策定に向け，

事業者に対し，東口の市有地利活用についてサウ

ンディングを行っているが，市民の意向が反映さ

れたものにしてもらいたい。 

② 庁内の情報システムの整備については，国の「自

治体情報システム強靭性向上モデル」に基づく対

応として，３種類の回線に分ける作業などシステ

ムの再整備に取り組んでいる。ウイルス等による

情報等の漏えいのないよう十分な管理に努めても

らいたい。 

③ 地方創生推進交付金事業では「学生が輝く“ま

ち”再生プロジェクト」「野鳥の森散策路と鳥のみ

ち」が事業化されている。直面する地方創生と人

口減少の構造的課題に対し，積極的に交付金を活

用し地域経済活性化に寄与されたい。 

① 今年度の上半期については，募集要項の内容を

確定させるため，近隣市へ聞き取りを行った。今

後は，事業者選定の評価指標の作成，評価委員会

の立ち上げを行い，事業者の公募を行う予定であ

る。御指摘のとおり市民の意向に沿う内容を選定

していきたい。 

② 平成30年2月に国の示す「自治体情報ネットワ

ーク強靭性向上モデル」に基づくネットワークを

整備後，情報漏洩などのセキュリティインシデン

トは発生していません。更なるセキュリティ向上

のために，ファイル無害化ソリューションや認証

印刷の導入検討を行います。特にファイル無害化

ソリューションの導入はネットワーク分離により

増加した職員の事務負担を軽減改善も期待できる

ことから優先的に導入を進めていきたい。 

③ 「学生が輝く“まち”再生プロジェクト」は，

今年度で事業開始から３年目を迎えている。今後

の展開を検討しているところですが，今後も多く

の学生に住んでもらい地域活動に加わることで，

地域の活性化を図り，守谷市の魅力を知ってもら

うことで将来守谷市に住んでもらえるような展開

を期待しています。また，「野鳥の森散策路と鳥の

みち」は，今年度で事業開始から２年目を迎えま

した。木道の整備，案内板の設置がおおむね終わ

るところです。今後も，観光協会，ＴＸ，ボラン

ティア団体等との連携を図りながら，ツアーの企

画を行うなど，多くの方が守谷に訪れてもらえる

よう努めてまいります。 

 

 

前年度措置状況 部課名 総務部総務課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年９月末現在） 

① 近年，職員の採用が平準化し，一定の人員の確

保がされてきてはいるが，今後とも，ゆとりのあ

る業務遂行が実現できるよう計画的な職員採用に

努力願いたい。 

① 本市では，「定員適正化計画」のもと，業務の委

託化や事務事業の見直しなどにより職員数の適正

化に努めています。また，年度当初には，全部署

から職員数調査を実施し，ヒアリングを経て次年
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 また，女性職員の管理職登用が少ない。女性の能

力活用に力を入れてもらいたい。 

 職員の資質向上においては，研修を強化し，特に

接遇については市職員全体が意識して自己研さん

を行う必要がある。 

② 本市の障がい者雇用については，法定雇用率を

かろうじて満たす現状である。次年度以降障がい

者の積極的な雇用に努めるとともに，障がい者が

働きやすい職場づくり（施設・環境）の整備を望

む。 

 

度の採用人数を決めています。さらに，「時間外勤

務縮減に向けた取組方針」により，「時間外勤務縮

減計画」に基づき，毎月各部署から執行状況を報

告してもらい，集計と検証を行っています。正規

職員の確保については，次年度以降につきまして

も，事務量に見合った適正な人員の確保に努めて

まいりたいと考えています。 

 性別に関わらず本人の意欲や能力を重視した人事

配置を基本としたうえで，各役職段階に応じた人

材育成の強化を図るともに，女性管理職の計画的

かつ積極的な登用に努めていきます。 

② 本市の障がい者の雇用状況（平成３０年６月１

日現在）は，職員数４３７人（臨時職員等を含む）

に対し障害者数は１０人（点）となり，実雇用率

は２．４１％（法定雇用率２．５％）です。現在

は法定雇用率を下回っていますが，障がい者の雇

用の促進等に関する法律第３８条第１項の規定に

より，職員数に法定雇用率を乗じて得た数から障

がい者の数を減じて得た数が，「０」となることを

もって法定雇用率が達成できていることとされて

おり，現時点では，本市の障がい者雇用は，法定

雇用率を達成していることになります。早期に現

在の法定雇用率２．５％を達成するために，今年

度１名を雇用し，次年度には２名の雇用を予定し

ています。今後も法定雇用率の引上げが見込まれ

ているため，計画的に人員の確保に努めていきま

す。 

 障がい者が働きやすい職場づくりにつきまして

は，具体的な取組みは行っておりませんが，障が

い者や担当部署からの指摘や要望に応じて，施設

管理部署との調整を行ってまいります。 

 

前年度措置状況 部課名 総務部財政課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年９月末現在） 

① ふるさと納税については，当初２００種類の返

礼品を８００種類まで多種・多様化を図ったこと

から，寄附申し込みが倍増している。平成２８年

度６億１千万円であったものが，本年１２月末で

① 国では，自治体間の過度な返礼品競争を受け，

ふるさと納税に対するイメージが傷付き，制度そ

のものの存続が危ぶまれているため，制度の趣旨

に反するような自治体をふるさと納税の対象外
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１１億円となっている。当然，返礼品目当ての寄

付も考えられるが，今後「ふるさと納税」につい

ての考え方を再考し，恒久的なものとして継続で

きる制度としてもらいたい。 

 また，企業版ふるさと納税的なものも検討し，新

たな財源として確保していく必要があると思われ

る。 

 

（その自治体への寄附が寄附金控除の対象外にな

る）にすることができるよう，制度の見直しを検

討しています。 

 守谷市では，平成31年度当初に，寄附金に対する

返礼割合や返礼品についての基本方針を整理しま

したが，総務省の動向を踏まえ，10月上旬に国の

基準に沿った内容となるように基本方針を見直し

たところです。 

 今後は，一定のルール（返礼率等）の下での自治

体間競争になり，返礼割合の大小等で寄附が集ま

ることがなくなるため，寄附金の使い道がこれま

で以上に重視されてきます。守谷市でも，今後，

事業の使途を前面に示した上で，ふるさと納税を

活用して資金調達するクラウドファンディング型

による寄附に取り組んでいきます。 

 なお，守谷市は，平成30年度に普通交付税の不交

付団体となったため，企業版ふるさと納税の対象

自治体から外れています。 

 

前年度措置状況 部課名 総務部税務課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年９月末現在） 

① 市・県民税の申告書作成システム導入により，

市民が自分で税額の計算・申告ができるになり利

便性の向上につながっている。今後もエルタック

スやイータックスシステムのＰＲに努め，税申告

の電子化を進めてもらいたい。 

② 平成２７年度から県下一斉の特別徴収事業者指

定を行った結果，特別徴収義務者数が平成２９年

度は９，３７１社となり，個人市民税額の７８．

３％と成果を上げている。今後も引き続き，特別

徴収への勧奨を行ってもらいたい。 

① 確定申告会場において，エルタックスやイータ

ックスによる電子化を推進するポスター掲示やチ

ラシ配布を行いました。また，自主作成コーナー

を設け，受付時などにある程度パソコンを使用で

きる方は，自主作成コーナーにおいて申告書を作

成できることを周知し，混雑の緩和に努めてきま

した。今後もエルタックスやイータックスの電子

申告や自主作成を推奨し，税申告に電子化の推進

に努めていきます。 

② 特別徴収義務者の一斉指定を行い，徹底を図っ

たことにより，年々，特別徴収義務者が増加して

います。特別徴収義務者が増加することにより，

収納率の向上にもつながると考えられるため，今

後も特別徴収の勧奨を行い，税収確保に努めてい

きます。 
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前年度措置状況 部課名 総務部納税課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年９月末現在） 

① 今後も「口座振替」を積極的に推進し，口座振

替率の目標を高く掲げ，率の向上に努力してもら

いたい。 

② 滞納の増加を防ぐため，滞納処分の強化を図り，

差押え等の措置も有効に活用し，さらに，租税債

権管理機構の活用により，効率的かつ効果的な収

納業務遂行に努められたい。 

① 手数料削減のため口座振替を推進しています。

方法として，固定資産税・市県民税・国民健康保

険税の当初納税通知書発送時に口座振替ハガキを

同封しています。 

  また，今年度から口座振替の全納による振替方

法の変更により，口座振替の更なる推進をしてい

ます。（変更内容：１期引落しができなかった場合，

１期のみ納付書で納めていただき，２期の納付期

限に２期以降の税額を引き落とすこととした。３

期以降についても同様。） 

 なお，平成３０年９月末現在の口座振替加入率は，

３２．３％となっています。 

② 預貯金及び給与等の差押えを積極的に実施して

おり，差押えにより納付された金額は９月末現在

で，４，２５９，１７２円となっています。 

  また，租税債権管理機構への移管件数は，３０

件の枠に対して９月末現在で，１５件，移管金額

は１９，３６３，４３１円となっています。 

  過年度繰越滞納者については，現在の生活状況

から納税資力を見極め，財産差押もしくは執行停

止等の滞納処分を的確に執行します。また，現年

度滞納者については，次年度への滞納繰越を未然

に防止すべく催告の早期着手，滞納処分の執行に

より収納率向上に努めます。 

 

前年度措置状況 部課名 生活経済部生活環境課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年１０月末現在） 

① 第２次環境基本計画が策定され，前計画より詳

細な計画となった。今後はこの計画を基に環境対

策を推進してもらいたい。 

② 例年実施している狂犬病予防注射も63％と増加

しつつある。今後も粘り強く事業を進めてもらい

たい。 

③ 生ゴミ堆肥化事業については，守谷市で 4,625

世帯が加入し，常総広域全体で 7,289 世帯となっ

ており 63.45％が守谷市で加入していることは守

① 昨年度は，本計画の実現に向け，継続的な改善

を行い，適切な進行管理を実施していくために，

本計画に掲げた各取組における「環境指標」の達

成状況を把握・評価した環境報告書を作成し，当

市ホームページ上で公表いたしました。 

 本年度も「環境指標」の達成状況を調査し，環境

報告書として公表いたします。 

② 本年度１０月末現在の狂犬病予防注射接種率は

62.04％（登録頭数4,305頭 接種頭数2,671頭）
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谷市の意識が高いということが立証されている。

新設住宅地への周知を徹底し，全戸加入へ向けＰ

Ｒをお願いしたい。 

 

となっており，ほぼ昨年並みの実績となっており

ます。１１月中旬には未接種飼主に改めて催告通

知を発送し，接種率向上に努めます。 

③ 本年度も，各市割り当て枠は決められているも

のの，当市においての希望者については優先して

受けていただく旨の了解は得て，廃棄物減量推進

員を通じて各自治会に働きかけるほか，広報掲載

やホームページ等でＰＲした結果，１０月末現在

で 4,786 世帯（全体では 7,484 世帯）まで増やす

ことができました。 

 環境センターの状況も踏まえて，今後も推進して

いきたいと考えます。 

 ※ 昨年度報告時 平成２９年１０月末現在 

4,625世帯 前年比161世帯増 

 

前年度措置状況 部課名 生活経済部市民協働推進課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年１０月末現在） 

① 協働のまちづくり担い手育成事業「もりや市民

大学」は，自らが地域貢献することの意義を学ぶ

場とされ，講義では，専門コースを設けるなどに

より多くの方が参加された。また，昨年度は「花

のまち園芸講座」の受講生を中心に駅前花壇整備

や２０１９年の茨城国体をサポートするコース設

計を行うなど，出口戦略にも力を入れている。今

後有効に機能することを願う。 

② 市民活動支援センターについては，運営業務を

ＮＰＯ法人「協働もりや」に委託している。この

「協働もりや」は市の協働のまちづくりを推進す

るメンバーが構成員となっていることから，団体

の目的と市の方針が合致し，現在，円滑に運営さ

れていると認められる。今後も施設の運営に遺漏

のないよう努められたい。 

① もりや市民大学は，平成29年度に実施した「健

康ウォーキングマスター講座」では，前期に理論

と実践，後期には指導方法を学び，平成30年度に

は受講修了生による単独でのウォーキングイベン

トを 2 回開催するとともに，スポーツフェスティ

バルの中でも活躍している。平成30年度は，まち

づくり協議会で活躍できるような人材を育てる

「守谷未来設計～魅力的なまちづくり～」「ワーク

ショップ手法を学ぶ～まちづくりファシリテータ

ー養成のためのワークショップ～」を実施した。

もりや市民大学は平成24年度から開始した事業で

あるが，リピーターが多く，コース設計や応募状

況の落ち込みが見られるので，今後のコース設計

や費用対効果について運営委員と精査に努めてい

く。 

② 平成28年度より業務委託契約をしているが，平

成29年度で2か年の契約が終了し，平成30年度

から 32 年度の 3 か年で改めて業務委託契約を締

結。年度初めの精算処理など，会計上遺漏のない

ように努めるとともに，報告書も精査に努める。 
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前年度措置状況 部課名 生活経済部経済課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年１０月末現在） 

① 農業政策においては，農業利水施設長寿命化事

業（大野排水機場の改修）や県営経営体育成基盤

整備事業（守谷土地改良区圃場の整備），耕作放棄

地の発生防止・解消のために設立された農地中間

管理機構制度により遊休農地に必要な基盤整備等

の条件整備を行い貸し付けるなど，多方面の事業

を展開している。今後も各種の制度の新設や変更

に迅速に対応して，事業を推進されたい。 

② 市民農園については，「土に親しむ農園」「瓜台

農園」の２か所で実施している。「瓜台農園」につ

いては，利用率が６６％と低い状況であることか

ら，今後，利用率の向上について努力願いたい。 

③ 食のまちづくりに関する基本理念（いただきま

す条例）に基づき，地産地消の推進と安全安心な

生産・供給を推進するため，もりや生まれの食品

ＰＲのロゴとポスターの募集を行い活用していく

とのことであるが，色々なものに波及していくよ

うに工夫してもらいたい。 

④ 農業委員会事務については，遊休農地調査・指

導，農地中間管理事業の推進，農業者年金事務を

行っている。法律に基づく事務が多いことから遺

漏のないよう行ってもらいたい。 

 

① 耕作放棄地の発生防止・解消については，農業

委員会が行う農地利用状況調査や，多面的機能支

払交付金を活用し抑制に努めています。また，農

地中間管理機構制度を活用し，担い手への農地集

積・集約化を図っております。土地改良事業に関

しましても，各々の土地改良区の現状を把握し，

要望等を聞きながら事業実施を進めており，今後

も茨城県や関係機関と連携し，引き続き事業を推

進してまいります。 

②毎年，農園の利用期間満了時期に合わせ，広報に

おいて農園利用者募集の記事を掲載するととも

に，転入者に対しては，転入資料の中に農園のチ

ラシを同封し，農園の周知を図っております。次

年度においては，市内のイベントにおいて瓜代農

園PR用のブースを設置し，周知及び利用者の募集

に努める意向です。 

③ 守谷生まれのロゴマークを活用するために「ロ

ゴマーク入りのぼり旗」を作成し，消費者が守谷

生まれの食材販売店と分かりやすいよう市内の食

材を販売している事業者や店舗に配付して掲示し

てもらったり，シールを作成し，市内小・中学校

の児童に配付したりして活用を図ってきました。

守谷生まれの食品に関するポスターの募集により

選ばれた作品については，守谷生まれの食品を理

解していただくためにチラシや大き目のチラシに

して，店舗に掲示してもらうなどのＰＲを図りま

した。 

④ 毎年，７月に農地利用状況調査を行い，新たに

遊休農地を発見した場合は，所有者に対して利用

意向を調査するなど適切な指導を行っています。

農地中間管理事業については，重点地区に指定さ

れている高野地区において，戸別訪問により事業

の推進を図っています。農業者年金事務について

は，農業者年金システムを有効に活用しながら，

適切に事務処理を行っています。 
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前年度措置状況 部課名 生活経済部総合窓口課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年１０月末現在） 

① 個人情報を取り扱っていることから，市民に不

利益が生じないように，職員に研修を行うなど管

理体制の徹底に努められたい。 

② 個人番号カードの交付率の向上に努めてもらい

たい。 

③ 市民に喜ばれる窓口対応を目指していただきた

い。 

① 当課の職員に対し，毎年 e ラーニングによるセ

キュリティ研修を実施しています。 

  住民票や戸籍等の証明書に関しては，請求権者

が法に定められており，毎日の証明書発行に際し

て，必ず機械操作者の外に，もう１名の点検を経

た上で交付することにしています。第三者請求に

ついては請求権の成立について，現在，委任状を

持参した第三者に対する確認を強化しており，本

人との関係性が曖昧な請求者の場合に，本人に電

話確認や連絡がつかない場合は交付したことを本

人通知しています。今後とも個人情報の取扱いに

ついて万全を期すよう徹底してまいります。 

② 本年度も交付率向上は当課の重点課題としてい

ます。当市の個人番号カードの交付率は平成３０

年１０月末日現在，１４．７％で，茨城県で第３

位，県内市部では１位です。これはその場で電子

申請まで代行する「申請補助」が主な要因です。 

 この外，成人式に，カードの利便性と取得方法を

ＰＲするオリジナルチラシを作成し配付するな

ど，今後とも鋭意ＰＲに努め，交付率を向上させ

てまいります。 

③ 守谷市の顔として明るく，気持ち良く訪れられ

る窓口を常に心がけております。提出先から求め

られている書類が何か，どのような要件かがわか

らないお客様も多くいるため，提出先類型により

適切な書類案内をしています。 

 また本年度は，車椅子用の記載台を設置いたしま

した。今後とも課内・関連各課との連携を密にし，

お客様に喜んでいただける窓口となるよう研鑽を

重ねてまいります。 

 

前年度措置状況 部課名 生活経済部交通防災課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年１０月末現在） 

① 防犯灯の維持管理においては，平成29年度に全

ての防犯灯を LED タイプに更新中であり，5,224

基すべて LED 化される。蛍光灯との比較も検証す

① 市内防犯灯すべて LED 化への更新が終了し，今

後，街路灯及び遊歩道灯等の改修工事を引き続き

行って行きます。電気使用料は LED 化することで
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べきである。 

② 防犯カメラの設置について，市全体で 146 基が

設置されている。防犯カメラ設置により犯罪の抑

止効果は飛躍的に高まることに加え，多方面にわ

たって有効活用できるよう体制を整備してもらい

たい。 

③ 新守谷第一自転車駐車場については，利用者の

減少に加え施設の老朽化が進んできていることか

ら，廃止の方向となった。代替え施設として無人

の自転車駐車場の設置を行うということだが，防

犯面や利便性に配慮したものにしてもらいたい。 

④ 異常時や災害時に市が何をすべきかをあらかじ

め定めておく「地域防災計画」を策定中で本年度

中に完成予定とのことである。計画も大切である

が，常に防災の意識をもって市民が活動できるよ

うな体制づくりも必要と考える。今後も，防災訓

練や防災の情報発信を行い，災害に備えてもらい

たい。 

 

押さえられましたが，H29年10月分より燃料費の

高騰のあおりを受け下がり幅はそれほど低くはな

っておりません。防犯灯 1 基あたり使用料は蛍光

灯272円，LED灯191円と80円くらい開きがある

ため，年間で 500 百万円程度ＬＥＤ灯が安価にな

っています。 

② 「守谷市監視カメラ等の設置及び運用に関する

要綱」に基づき，平成 29 年度は 49 件の情報提供

を行いました（交通課事案15件，生活安全課事案

11件，刑事課事案23件）。防犯カメラ（監視カメ

ラ）の設置に関しては，施設の管理や事故防止，

犯罪の抑止を目的としており，同カメラでの画像

は特定の人物を識別する個人情報であり，「個人情

報に関する法律」におけるガイドラインにおいて

も，保護の対象になっております。守谷市では，

警察に画像を提供する際も「捜査関係事項照会書」

に基づき，提供理由を明確にしたうえで，必要性

を判断，提供時は直接担当者もしくは担当部署に

手渡す等，情報漏えいにならないよう配慮してい

ます。また，平成30年度には新たに防犯カメラを

13 台増やし，159 基の防犯カメラで市全体の犯罪

抑止に努めます。 

③ 平成30年 5月 16日より新たに建設した新守谷

自転車駐車場の運用を開始した。無人の自転車駐

輪場のため防犯面の強化を行い，防犯カメラ２台

を設置し管理しています。また，駐輪スペースに

おいても高低ラックを採用し，狭い敷地でより多

く駐車できるよう整備しました。 

④ 平成30年4月に地域防災計画（地震災害対策編，

災害時行動マニュアル及び初動対応マニュアル）

が完成し，本年度は地域防災計画（風水害対策編

及び事故災害対策編）を策定しつつ，防災訓練・

防災講演会等を通しながら内容を再確認していま

す。また，地域防災力の要である自主防災組織は，

10月末までに67団体が結成され，市内全世帯数に

占める割合に換算すると69.7％となっており，防

災訓練を通し本部設営訓練・情報収集訓練・災害

対応訓練等発展的に実施し，防災組織としての高
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揚が図られてきています。 

 

前年度措置状況 部課名 保健福祉部社会福祉課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年１１月末現在） 

① 生活保護世帯は微増であり，平成 29 年 11 月現

在で 192 世帯 233 人，保護率 3.5‰で茨城県平均

（９．５‰）を下回ってはいるものの，費用負担

は増加している。また，世帯類型別では，傷病・

障がい世帯が31.3％，高齢者世帯が52.1％であり，

扶助費については，医療扶助が過半数を占めてい

る。 

 今後も就業のあっせんや援助を行い，生活保護の

要保護世帯から脱却できるよう指導等実施しても

らいたい。 

② 地域福祉計画の実施においては，平成26年度か

ら地区別実行委員会での活動資金を援助する地域

福祉活動助成金制度が導入され，各地区の取り組

み事業の円滑な推進を図っている。平成29年度の

助成金は 617 万 6 千円を計上している。今後は，

地域担当職員・民生委員・子ども会・各種団体を

含め，統一的な会議が必要と思われる。継続した

事業展開とリーダー育成に努められたい。 

③ 消費税率の引き上げに伴う所得の低い方への負

担の影響を緩和する目的で，臨時福祉給付金（１

万５千円）を支給している。支給漏れのないよう

万全を期してもらいたい。 

③ 平成28年度末の身体障がい者数は1,857人，知

的障がい者数は 339 人，精神障がい者数は 340 人

で合計 2,536 人となっており，増加傾向にある。

障がい者自立支援給付事業や障がい者地域生活支

援事業を通して，障がい者の支援に努力願いたい。 

① 就業の援助を目的として，平成24年度からハロ

ーワークでの就労支援経験者である「就労支援員」

を配置し，一定の成果を上げています。平成２９

年度においては稼働年齢の被保護者の中で病気や

障がい等の就労阻害要因がない16名について就労

指導を実施し，7名が就職により自立を図ることが

できました。その効果として，就職により収入が

増額し，保護廃止となったため，5,028千円の保護

費を減額できました。今後も引き続き，継続的な

支援により，被保護世帯数の削減に努めてまいり

ます。 

 なお，平成 30 年 11 月末現在の生活保護世帯は，

200世帯251人，保護率3.7パーミル（平成30年

8月末の茨城県平均9.7パーミル）です。 

  今後とも引き続き支援を続け，被保護世帯数の

削減に努めます。 

② 本市の地域福祉については，地域福祉計画（行

政計画）と地域福祉活動計画（市民計画）を両輪

として推進しています。御指摘の会議開催につい

ては，守谷市社会福祉協議会を中心に，市民が推

進する地域福祉活動計画の６地区の実行委員会に

おいて，各種団体等や地域担当職員等が参加する

中で会議を開催している状況です。 

 また，平成29年度の第2期地域福祉計画への移行

に際し，リーダー育成に関しては，守谷市地域福

祉推進委員会において，担い手の確保と合わせて

課題として協議を行っているところです。現状と

しては，市民大学との連携により担い手の育成や

確保に努めてまいりたいと考えています。 

③ 本市における障がい者数は，平成29年度末で，

2,274人です。その内訳については，身体障碍者が

1,538人，知的障碍者が363人，精神障がい者が３

７３人です。 
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 その推移としては，５年前の平成24年度末と比較

すると，身体障がい者が1,696人で158人減少（9％

減）し，知的障がい者が286人で77人増加（27％

増）し，精神障がい者が231人で142人増加（61％

増）している状況にあります。このように，精神

障がい者が著しく増加している状況にあります。 

 今後も引き続き，障がい者自立支援給付事業や障

がい者地域生活支援事業を通して，全ての人が自

分らしく生きることができるよう，各種障がい福

祉サービスの提供により，障がい者の支援に努め

てまいります。 

 

前年度措置状況 部課名 保健福祉部介護福祉課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０ 年１１月末現在） 

① 敬老行事助成金交付事業の助成基準について 

 守谷市も高齢化が進んできており，地域によって

はかなりのスピードで進んでいる。このような中，

市主催の敬老会は廃止となり，本年度から地域主

催の敬老行事に助成を行うこととした。現在まで

に１４団体，１６会場で開催されたと聞いている。

次年度以降助成基準の明確化等整備拡充を願いた

い。 

② 認知症対策の拡充について 

 市の介護保険の要介護認定となる要因の上位を占

めているのは認知症である。認知症高齢者の支援

対策としては，認知症に関する講習会の積極的な

開催や，認知症に関する相談窓口の拡充など，認

知症の方が人らしい生活を維持できるよう地域住

民とも連携し，支援に努められたい。 

③ 地域包括ケアシステムの構築について 

 高齢者が益々増加し，地域包括ケアシステムの構

築がこれからの高齢者対策の最大の課題である。

住まい，医療，介護，生活支援等多岐にわたり連

携しなければ成立しない事業であることから，全

力で取り組んでもらいたい。 

① 本年度の敬老行事助成事業につきましては，平

成29年度事業実績や実施団体からのアンケート結

果，更には市補助金審議会からの指摘事項などを

踏まえ，次のとおり助成基準の明確化等を図りま

した。また，平成29年度未実施の地区に対しては，

他地区の事例等を紹介するなどして実施に向けた

協力を呼び掛け，前年度に比べ参加地区・参加者

が増えております。 

② 認知症高齢者が安心して暮らせる地域づくりを

目指し，次の事業に取り組んでいます。 

 ア 認知症初期集中支援事業の推進 

   認知症初期集中チームにおいて，早期段階か

ら適切な診断と支援につなげられるよう，認知症

の方やその家族に対し個別訪問を行い適切な支援

等を行っています。 

 イ 認知症地域支援・ケア向上事業の推進 

  今年度は認知症に関するケアパス（サポートブ

ック）を作成・活用し，各地区を担当 

  する認知症地域推進員（包括支援センター職員

兼務）が地域に出向き，認知症に関する正しい知

識と理解の普及に努めています。その他，認知症

の方やその家族を支援するため，相談や情報交換

等ができる場（家族の集いやオレンジカフェ）を

定期的に開催しています。 
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③ 地域ケアシステムの構築に向けて，その構成要

素となる次の事業に引き続き取り組んでいます。 

 ア 在宅医療・介護連携の強化（在宅医療・介護

連携推進事業：取手医師会委託） 

 イ 認知症施策の推進（②のとおり） 

 ウ 地域ケア会議の推進 

  昨年度までは困難ケースの支援について検討を

してきましたが，本年度は前述に加え，国のモデ

ル事業として，要支援者の重度化防止をテーマに，

地域ケア個別会議を月１回開催し，自立支援に向

けたケアプランの見直し検討を行っています。 

 エ 生活支援体制整備事業の推進 

  ・生活支援コーディネーターの配置 

  本年４月から社会福祉協議会職員をコーディネ

ーターに位置付け，６地区に配置。 

  ・協議体の設置 

  まちづくり協議会を第２層協議会として位置付

ける方針を決定 

 

前年度措置状況 部課名 保健福祉部児童福祉課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年１１月末現在） 

① 保育所の定員増及び民間保育所の開所について

は，平成 29 年度認可保育所の定員を 33 名増員し

ている。しかし，２２２名が入所できない状況と

なった。幼児発生率・要保育率等を再検証し対応

願いたい。また，平成31年度には，認可保育所を

240名の定員で開設予定であるとのことなので，事

業の早急な推進を願いたい。 

② 近年，病児保育に関して要望があると聞いてい

る。病児保育の必要性と事業実施するに当たり，

どのような課題があるのか確認し，事業の検討を

早急にお願いしたい。 

③ 児童虐待については，事例も困難性が増大して

いるように聞いている。関係機関や市民協働推進

課等とも連携しながら，予防発見，対応，解決を

早期に図れるよう努力していただきたい。 

 

①保育所等の状況については，保育利用児童の増加

を見込み，平成31年度中に合計272名定員の認可

保育所を３箇所開設するよう準備を進めておりま

す。既存の保育所等では，定員が 1,325 名で昨年

度と比べ10名の増員。認証保育園では，定員が249

名で昨年度と比べ30名増員して対応しています。 

 また，平成 30 年 11 月分の利用調整結果における

国基準の待機児童数は 2 名，入所不承諾児童全体

では411名（認証保育園利用者183名を含む。）と

なっております。これは，松並青葉地区の宅地開

発による人口増加，国の女性就労促進による共働

き世帯の増加等といった要因により保育所の利用

を希望する方が多くなっていると考えます。そし

て，国では保育料無償化に向けた施策を来年⑽月

から実施する予定であり，保育所等を利用したい

と考える保護者がこれからも増えることが想定さ

れます。 
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 市では，今後においても要保育児童の動向を注視

しながら，認証保育園制度の活用を継続したうえ

で入所児童の受入枠を確保し，必要に応じて新規

保育所の新設も検討することも含め入所不承諾児

童数の縮減に努めてまいります。 

② 病児保育事業については，近年，市民からの設

置要望を受け，平成29年度から具体的な検討を開始

しました。その結果，現在，病後児保育事業を実施

する総合守谷第一病院が病児保育事業を実施するこ

ととなり，平成30年 11 月臨時議会にて事業所整備

等に関する予算案（補助金）の議決がされ，総合守

谷第一病院にて工事を施工しております。なお，工

事の進捗及び備品準備等を勘案し，事業開始時期は

平成31年1月以降となる予定です。 

 今後，取手市医師会や市内医療機関に対し病児保

育事業の説明を行い，開設準備が整い次第，市民

の方へ周知していきたいと考えております。 

③ 児童虐待等の発生件数については，年々増加傾

向にあり，平成29年度は108 件で平成28年度よ

り14件増加しています。虐待件数が多くなってい

る理由としては，市民の方や医療機関・教育機関

等からの虐待通報義務が周知され，疑わしいこと

があった際に通報することが認知されたこと。ま

た，夫婦喧嘩により警察へ通報があった際，子ど

もが目の前で見た場合には心理的虐待と判断する

ようになったことで市へ情報が提供される場合が

多くなったことにあります。 

 市では，平成18年2月から児童福祉法に規定され

ている「要保護児童対策地域協議会」の機能を有

する「子ども家庭支援ネットワーク協議会」を設

置・運営しており，庁内関係課のほか土浦児童相

談所や取手警察署，医師，弁護士，民生委員児童

委員をはじめとする構成員を通じて状況の確認，

支援方法の検討を行っております。 

 なお，平成30年4月から市庁舎内（児童福祉課の

隣）に保健センターが所管する「子育て世代包括

支援センター」が開設され，妊娠期から子育て期

まで切れ目のない支援を行えるようになりまし
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た。この「子育て世代包括支援センター」では，

母子健康手帳を交付する際及び出産後，出産から

育児に関するセルフプランを保護者に作成をお願

いしています。市は，その内容を基に子育て環境

を把握することで妊娠期から支援が必要となる保

護者の情報を得ることが可能となり，出産前後か

ら継続的な関わりを持つなどにより子育て不安解

消の一助になると考えています。 

 今後もこれら庁内関係課及び関係機関との連携を

密にし，要支援保護者への継続的な対応のほか，

虐待通報時の早期対応に努めてまいります。 

 

前年度措置状況 部課名 保健福祉部国保年金課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年１１月末現在） 

① 国民健康保険特別会計は，平成30年度から都道

府県が国保の財政運営の責任を担うこととされ，

先般，県内市町村の国保の負担金が示された。国

保税徴収率が良い自治体の負担が増えることの無

いよう，県の動向を注視しながら万全を「期して

いただきたい。 

 今後は，特定健康診査，特定保健指導の受診率・

実施率向上やジェネリック医薬品の更なる普及啓

発に努めるなど，市民が安心して医療を受けられ

るよう制度の健全な運営を図るとともに，一般会

計からの繰り入れを極力抑えた安定した財政運営

に努められたい。 

② 医療費抑制のため，健康診査や人間ドック・脳

ドック検診費用の助成を行うなど疾病の早期発見

や予防のための事業を展開している。今後も全て

の人が健康診査を受けられるよう啓発に努められ

たい。 

① 特定健康診査，特定保健指導について  

 (1)現況について 

  平成 29 年度の特定健康診査受診率は 50.4％で

前年度（50.7％）と比較し0.3 

  ポイント下降しました。今後も受診勧奨の方法を

工夫しながら，未受診者対策の強化に努めてまい

ります。 

  また，特定保健指導実施率については，積極的な

訪問指導等を行いましたが36.8％（前年度38.0％）

で前年度から 1.2 ポイントの減でした。なお，人

間ドックは594人（前年度５９１人），脳ドックは

69人（前年度72人）の受診者がいました。 

 (2)周知について 

  ①8 月末に 40 歳以上の国民健康保険加入者に

「平成30年度守谷市国民健康保険特定健 

  康診査のお知らせ」を送付。平成30年度から特

定健康診査，人間ドック及び脳ドックなどの情報

を集約したパンフレットを作成し，分かりやすい

内容に変更して周知を行いました。 

 (3)健康診査について 

  毎年度，9月1か月間と1月に追加検診を実施し

ていましたが，平成30年度から11月にも3日間

の追加健診を増やし，受診する機会を広げました。 

２ ジェネリック医薬品の普及啓発について 
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  毎年被保険者証送付時に，ジェネリック医薬品

希望シールを同封しています。また，ジェネリッ

ク医薬品の普及を目的に同医薬品利用差額通知を

年2回（8月，2月）送付しています。このような

活動により，同医薬品の利用率は平成29年度は，

76.9％（県内２位），７月は８０．１２％（県内１

位）と前年同月と比較し６．３２ポイント上昇し，

県上位となっています。 

３ 一般会計からの繰り入れを極力抑えた安定した

財政運営について  

  平成27年度から国民健康保険税率を改正し，同

時に低所得者世帯への配慮として，国民健康保険

税の均等割，平等割の軽減割合の拡大を図りまし

た。税率改正を実施したことで，一般会計からの

法定外繰り入れがなくなり平成 30 年度 12 月補正

後の予算上の基金残高見込み額は約 6億 2千万円

となります。 

  しかし，依然として一人当たりの医療費等の増

により厳しい財政運営が続いておりますので，今

後も注意深く調定額や医療給付費等の推移等を確

認しながら，また，納付金の額が市町村の負担増

にならないよう県の動向を注視していきたいと思

います。 

 

 

前年度措置状況 部課名 保健福祉部保健センター 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年１１月末現在） 

①健康診査・特定保健指導については，各種がん検

診を年内に実施し，さらに 1 月に追加実施を予定

している。また，医療機関で実施している乳がん・

子宮がん検診については年度末まで実施し，受検

者の促進と利便性の向上を図っており，引き続き

検診事業の推進に努力願いたい。 

②保健センターの業務範囲は専門的な部分が多く，

所掌する範囲も広いが，今後とも市民の健康維持

増進施策遂行に努めていただきたい。 

① 各種がん検診については，特定健康診査と肺が

ん・胃がん・大腸がん・子宮頸がん検診をセット

にした「ミニドック健康診査」や，子宮頸がん及

び乳がん検診をセットにした「レディース健診」

を実施するなど，受診しやすい環境整備に努めて

います。本年度の各種がん検診は，6月から1月に

かけ保健センターのほか市役所や各公民館など 6

会場で延べ60日間実施します。また，乳がん及び

子宮頸がん検診については，市内外の16医療機関

への委託により年度末まで実施しています。 

 平成29年度に実施した「市民まちづくりアンケー
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ト」では，1年間にがん検診を受診した市民の割合

は 49.1％でした。市では，第二次健康もりや 21

計画において，計画年次である平成33年度までに

50％とすることを目標としており，引き続き受診

率向上に向けた取り組みを推進してまいります。 

② 市民の健康維持増進に関する施策については，

市の健康づくりの目標や施策の方向性を定めた

「第二次健康もりや21計画」及び生涯にわたって

食を通じた健康づくりを推進する「第二次食育推

進計画」に基づき，市民の健康寿命延伸に向けた

取組を展開してまいります。また，本年 4 月から

市役所本庁舎内に子育て世代包括支援センターを

開設し，全ての妊婦への面接による母子手帳の交

付のほか，妊娠，出産及び育児に関する相談，支

援等を行っています。当該センターの運営に当た

っては，保健医療及び福祉の関係機関等との連携

を強化し，妊娠期から子育て期までにわたる切れ

目のない支援を実施してまいります。 

 

前年度措置状況 部課名 都市整備部都市計画課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年１２月末現在） 

① 都市計画道路の都市計画変更については，供平

板戸井線ルートの検討とスマートインターチェン

ジの想定を考慮したものとなるよう，茨城県に変

更手続きを進めていただき，早期の住民説明会の

開催を望む。新守谷自由通路（跨道橋）について

は，都市計画決定がされており，東口の土地活用

については，住民の利便性が図られるよう開発も

視野に入れ検討を行ってもらいたい。 

② つくばエクスプレスの東京駅延伸については，

交通政策審議会答申がなされたことから，関係団

体と協調し，車両の８両化も含め努力されたい。 

③ 市街化調整区域の宅地化の進捗による道路問題

等が浮上している。行政主体で住みよい環境が整

備できるよう努力願いたい。 

① 都市計画道路供平板戸井線については，現決定

内容を生かしながら常磐自動車道にスマートイン

ターチェンジを設置した場合及び大野地区の土地

利用（企画課）など，将来考えられる状況を想定

した交通量調査を実施し，最終的なルート，構造

等を決定する方向で茨城県との協議を進めていき

ます。住民説明会については，茨城県との協議が

整い次第実施する予定です。また，新守谷自由通

路については，事業をより効率的に実施するため

の都市計画の変更を平成29年6月2日に決定しま

した。現在は，建設課において事業を進めており

ます。（3月末開通予定）また，土地区画整理を念

頭に，新守谷駅周辺の地権者の意向を確認してお

ります。 

② 11月には，「茨城県つくばエクスプレス等整備利

用促進協議会」で，国土交通省，県選出国会議員，

ＴＸ利用・建設促進議員連盟へ訪問し，東京駅延
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伸の要望を行いました。2月には，「つくばエクス

プレス沿線７市推進協議会」で，首都圏新都市鉄

道株式会社に各要望事項に対する実施に向けた課

題を整理するための質問状を提出しました。また，

「茨城県つくばエクスプレス３市推進協議会」で

２月に「茨城県」へ，３月には「首都圏新都市鉄

道株式会社」へ要望活動を実施予定です。 

③ 一般住宅建築の際には，市街化調整区域内にお

ける道路は，市街化区域内と同様に幅員4m若しく

は道路中心線から 2ｍのセットバックが必須とな

ります。セットバックするにも，建築基準法に基

づく指定路線（主に既存建物がある道路）が条件

となっていることから，指定路線以外に建築され

ることはない状況です。しかし，幅員4ｍ（片側セ

ットバックの場合2.9ｍ）だと緊急時など交互交通

に難があることから，幅員5ｍ以上が望ましい状況

です。道路用地確保には，寄付または買収・塀な

ど補償等が必要になり,さらに路線指定の公平性

への理解も必要になることから地権者に理解をい

ただく策を継続し，住みよい環境整備の検討をし

ております。 

 

前年度措置状況 部課名 都市整備部建設課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年１２月末現在） 

① 都市計画道の整備については，坂町清水線及び

みずき野大日線の早期開通を目指して用地買収等

努力していただき，1 日も早い開通をお願いした

い。また，ふれあい道路等幹線市道の損傷が著し

い。管理体制の強化と補修予算の確保に努められ

たい。 

② 公園の施設管理については，昨年度，管理レベ

ルを維持しながら経費の削減をするため３か年の

継続事業とし，諸経費を削減することができてい

る。今後も市民の憩いの場としていつまでも安心

して楽しく利用できるよう維持管理願いたい。 

③ 国土調査については，事業開始が遅れ，県内で

も対応が遅れている状況にある。本年度一部調査

に着手するということだが，土地の最も基本的な

① 坂町清水線につきましては，Ⅲ期工期の用地買

収に入り対象者２８名の内１５名の方と契約締結

済みです。今後も早期開通に，向け用地買収を進

めて参ります。また，坂町清水線，みずき野大日

線につきましては，国費及び土地開発公社を活用

して実施しているが，補助採択率は低いため，新

たな補助金活用を進めていきます。 

・ふれあい道路等幹線市道の道路補修については，

予算が限られている中，スポット補修と大規模改

修工事により，維持管理してまいります。 

② 平成２９年度より３か年の継続事業としてスタ

ートし，２年目の業務が完了する予定です。今後

も改善点等を見極め，次回に反映して行きます。 

③ 昨年度より，赤法花地区の地籍調査に着手し，
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情報を取り扱うことになるので，慎重なる対応を

お願いしたい。 

今年度は，一筆測量を実施しました。来年度は新

たに同地地区とあわせて２地区を実施します。土

地の最も基本的な情報を取り扱うことから，慎重

に対応していきます。 

  

前年度措置状況 部課名 教育委員会学校教育課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３１年１月末現在） 

① 御所ケ丘中学校体育館改修に伴う実施設計を実

施し，平成３０年度工事完成を目指している。平

成３１年度のいばらき国体の練習会場となること

から，工期に十分配慮しながら実施してもらいた

い。 

② 学校施設については，経年変化により修繕箇所

が多くなり，大規模工事も増えてきている。計画

的な修繕により児童生徒の教育環境の維持を願い

たい。 

① 御所ケ丘中学校体育館改修工事は，学校・生徒

の協力により，順調に工事が進捗し計画どおり，

完成予定です。 

② 現在，学校施設については，建築年度や劣化状

況等を勘案し，改修の順位付けを行い，順次改修

を実施しています。なお，今後については今年度

作成中の学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）

に基づき，より計画的に改修を行い，歳出予算の

平準化に努めるとともに児童生徒にとってより良

い教育環境を図ります。 

 

前年度措置状況 部課名 教育委員会生涯学習課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３１年１月末現在） 

① 第74回國民体育大会の開催に当たっては，遺漏

のないようお願いしたい。 

② 中央図書館については，平成２８年度の図書館

運営について第三者評価を図書館協議会が行うこ

ととなっている。当初人材面で問題があったが，

現在は安定しているように見える。今後も，市民

のための図書館となるよう努力願いたい。 

③ 先祖から受け継がれた古文書等について，専門

家による調査研究，収集・保護・保存に努めてい

ただきたい。 

① 平成30年度は国体のリハーサル大会（ジャパン

オープンハンドボール大会）を8月 3日から7日

に開催しました。大会の運営も円滑に行われ，小

中学生の手作りのぼり旗やおもてなしの「そば」

提供も選手や来場者に好評でした。平成３１年度

は国体開催の年ですので，花いっぱい運動や炬火

イベント，学校応援など国体成功に向け準備を進

めてまいります。 

② 指定管理者の運営状況や学校図書館の充実など

を総合的に判断し，平成31年度から図書館を直営

で運営していくことが決定（平成30年5月公表）

しました。現在，直営に向けた準備を行っており，

開館時間や開館日数など指定管理者が拡大したサ

ービスはそのままに，指定管理者ではできなかっ

た学校図書館の充実など子ども読書活動の推進や

市民への図書館奉仕の向上に努めてまいります。 

③ 古文書について，収集に努めるとともに専門家

に解読を依頼するなど調査及び保護・保存を図っ



- 35 - 

 

ていきます。また，新たな文化財の指定に努めて

まいります。 

 

前年度措置状況 部課名 教育委員会指導室 

監査委員指摘事項 措置状況（平成３１年１月末現在） 

① 外国語指導助手（ＡＬＴ）派遣事業においては，

導入から14年が経過し，児童生徒の国際化に貢献

する事業である。生徒の英検３級レベルでは，合

格率40％と全国・県内でもトップクラスを維持す

るなど成果を上げてきている。今後も運営には万

全を期されるとともに，話せる英語を目指し，内

外に対するＰＲ活動にも力を入れていただきた

い。 

② 学習支援ティーチャー配置事業は，小学校に24

人，中学校に 8 人を配置し，基礎学力の向上のた

めにきめ細やかな指導を行い，学力向上と生活指

導の充実に成果を上げている。引き続き充実を図

っていただきたい。 

③ 小学校サタデー学習支援教室事業は，基礎・基

本の知識をしっかり身に付けることを目指し，平

成27年度から実施している。今年度は，みずき野

シェアハウスの学生や教室長の配置により児童の

参加意欲が高まった。希望制ではあるが，８０人

近くの参加があることを踏まえ，今後も学習支援

の一助としてもらいたい。 

④ 教育相談等を強化するため「総合教育支援セン

ター」が開設されている。不登校やいじめなど生

徒指導面で配慮の必要な児童生徒，特別な支援を

必要とする児童生徒及びその保護者や教諭などに

対して，専門かつ積極的な支援を行っている。今

後も更なる充実をお願いしたい。 

① 新たな取組として11月に1日を英語で過ごすイ

ングリッシュ・キャンプを開催しました。2月には，

守谷ライオンズクラブの協賛をいただき，イングリ

ッシュ・フォーラムを開催しました。来賓招待のほ

か，報道機関への記者発表を行い，小学校5・6年生

によるスピーチ・プレゼンテーション，中学校1・2

年生によるインタラクティブ・フォーラムを行い，

小学校から英語に慣れ親しんできた児童生徒の英語

によるコミュニケーション能力の高さを披露するこ

とができました。 

また，外国語指導助手管理業務委託については，今

年度で 3 年間の契約期間が終了することから，プロ

ポーザルによる業者選定を行い，本市事業趣旨に合

致した業者選定を行い，更なる充実を図って参りま

す。 

② 今年度は，学習支援ティーチャーを小学校に29

人，中学校に 6 人配置しています。個に応じたきめ

細やかな学習指導，チームティーチング（担当教職

員と学習支援ティーチャー）による指導の充実を図

り，学力向上と生活指導の充実を目指しています。 

③ 募集定員 60 人を大幅に超える応募があったた

め，時間割を見直すことにより，希望者全員を受入

れることができました。 

また，継続して教室長を配置し，安定した教室運営

を行うとともに，学期に 1 回の指導員による特別教

室を企画し，参加児童の意欲向上を図りながら，よ

い学びの場が提供できるよう事業を進めています。 

④ 専門性の高い相談員が役割を分担し，多くの児

童生徒，保護者，教職員の相談や支援に当たってい

ます。保護者を対象にしたペアレント・トレーニン

グ講座，専門家による教職員を対象にした事例検討

会，WISC検査講習会を開催しました。 

今後も総合教育支援センター，学校，行政機関の連
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携を密にし，多様化する教育課題解決に向け，充実

を図って参ります。 

 

 

前年度措置状況 部課名 教育委員会学校給食センター 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３１年１月末現在） 

① 施設備品の購入は，蒸気回転釜・厨芥脱水機及

びコンテナー・冷蔵庫冷凍庫用棚，二重中蓋式保

温食缶などを購入している。今後も給食提供に支

障のないよう万全を期してもらいたい。 

② 現在の給食センターは築３３年が経過してお

り，改修工事も行っているところではあるが，今

後の給食の安定提供，アレルギー対応食の提供な

ど，児童生徒数の推移等を勘案しながら，新セン

ターの建設についても検討していくべきである。 

③ 現在，給食食材の値上がりが顕著である。献立

や使用食材の工夫により予算内で提供できている

とのことである。今後，消費税率の改定時に内容

を精査し，保護者の理解のもと値上げの検討も行

うべきと考える。 

① 今年度においては，児童生徒数の増加に対応す

るため，コンビオーブン３台とフードスライサー

１台及びコンテナー４台を購入し対応しました。 

 なお，二重中蓋式保温食缶等の追加補充や入れ替

え等も併せて実施しました。 

② 施設の調理能力や衛生環境，今後の児童・生徒

数の推計など検証し，改築（建替え）する方向で

庁議で決定したことを受け，現在改築に向けて準

備作業を進めており，今年度中に整備計画書の策

定する。平成31年度にはDB（デザイン・ビルド）

方式による入札をプロポーザル方式で行う予定で

あり，今年度末から来年度にかけて，DB方式に関

するコンサルタント業務を委託する予定である。

新給食センターにおいては，児童・生徒数の推計

に基づいた施設の規模とし，アレルギー食に対応

できる設備を整備したいと考えています。 

③ 今年度においても，台風の影響や天候不順等に

より生鮮野菜の異常とも思われる高騰が続いてい

た。また，その他の食材等につても，原材料の値

上げや人件費の値上げよる使用食品への転化が生

じており，献立メニューに苦慮しているのが現状

である。幸いにも栄養教諭との努力により予算内

で運営できている状況です。 

 なお，給食費の値上げについては，他の市町村に

おいても動向を伺っているのが実情であり，当市

においても，消費税率の改定時と併せて食材の値

上がり分を含め，見直しを図っていかなければな

らないと考えています。ただし，消費税率の改定

時に給食提供に係る食材には，消費税率の改定分

を除く等の特例措置が講じられる可能性があるの

で，慎重に検討していく必要があります。 
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前年度措置状況 部課名 上下水道事務所上下水道課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成３０年１２月末現在） 

① 水道事業については，全体的に施設の老朽化が

進み，現在，鉛・石綿管等の交換工事等を実施して

いる。平成28年度末では，石綿管更新が94.4％（平

成30年度完了予定），鉛製給水管更新が81.8％（平

成32年度終了予定）である。 

② 浄水施設（井戸水）の維持管理については費用

対効果が問題となっており，本年度，廃止の方向性

を打ち出している。防災の観点も含め，遺漏のない

ような事業展開を望む。 

③ 下水道事業については，浄化センター改築更新

工事を計画的に実施するとともに，包括委託による

適正かつ確実な汚水処理施設の運転・維持管理に努

め，また，施設の計画的な点検・修繕を行い，安定

した汚水処理と水質保全に努めてもらいたい。 

④ 施設の長寿命化等適正な資産管理を行うための

ストックマネジメント・財政収支計画等の策定に取

り組んでいただきたい。 

 

① 石綿管の交換工事は，平成29年度末で95.9％が

完了し，都市計画道路の整備予定路線等を除き，

平成30年度事業で完了する県込みです。 

  また，鉛製給水管の交換工事は，平成29年度末

で87.7％が完了し，平成29年度に見直した計画に

合わせて，平成32年度の完了を予定しております。 

② 浄水施設については，平成29年度に廃止するこ

とを決定し，平成30年度には，全量県受水に対応

するため，設備改良の実施設計を発注しています。

平成31年度には，設備改良工事を実施するととも

に，市内7箇所の深井戸を順次撤去し，平成32年

度からは全量受水に切替えられるよう，取り組ん

でまいります。 

③ 浄化センターやポンプ場の安定した運転を継続

するため，引き続き，包括委託による運転を実施

します。 

  また，平成29年度からは，下水道管路の突発的

な閉塞や破損に対応するため，定期清掃や点検の

他，緊急清掃や緊急修繕を含む管路管理業務を３

箇年で委託し，安心安全な汚水処理に取り組んで

います。 

④ 下水道全施設を対象として，将来にわたって持

続可能な下水道事業を展開するため，平成29年度

から3箇年の継続事業として，下水道計画策定業

務を進めています。 

  平成30年度には，点検・調査計画を立案し，今

後100年の長期的な全施設の改築シナリオを設定

し，毎事業年度の投資費用の平準化を検証した実

施方針を策定します。その上で，財政収支計画を

立案し，適正な財源確保を示した経営戦略を策定

します。 

  平成31年度は，今後5～7年の改築更新計画（実

施計画）を策定し，老朽化施設を適正に更新し，

安定的な下水道事業の運営に努めてまいります。 
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前年度措置状況 部課名 会計課 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成２９年９月末現在） 

特になし  

 

前年度措置状況 部課名 議会事務局 

監査委員指摘事項（意見・要望） 措置状況（平成２９年９月末現在） 

特になし  

 


